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画による墓の「移転」（1954 年，1951 年～ 55 年），「遷葬」と偉人の顕彰（1955 年～ 58 年），門中有志の寄






























































































　第 3期，1950 年代後半～70 年代初期は，「沖縄経済が著しく発展した高度経済成長期」［屋嘉比　
2009　275 頁］，「経済発展期」［鳥山　2011　114 頁］とされ，経済成長率の向上という意味では日本
本土の高度経済成長に平行するものであったが，ただし似て非なるものであったことに注意しなけ
ればならない。数字だけを見るならば，「琉球の国民総生産の伸び率」は 1960 年代以降の 12 年間
で 1964（昭和 39）年を除いて「各年とも 10%を超えた大幅な伸び率」（前年比）を示し，特に 1967






































　対外貿易のための通貨は 1958（昭和 33 年）年 9月にそれまでのB円からドルへの通貨切換が行わ
れ「国際通貨の安定と信用により一段と自由化と輸入化を推し進めることになった」［屋嘉比　2009­













































　「米民政府が沖縄住民を宣撫するため，約 75,000 部」を「毎月無料配布」［屋嘉比　2009　282 頁］
した『守礼の光』の 1965（昭和 40）年 9 月号の特集「進歩の 20 年」に所収された小禄盛仁（琉
球政府建運局陸運課長）の「陸運 20 年の歩み」［小禄　1965］によると，戦前から戦後の沖縄の自
動車台数は次のような傾向をたどった。まず戦前の最高保有台数は 1940（昭和 15）年の約 300 台
だったが終戦時の 1945（昭和 20）年には皆無となった。戦後最初の日本製自動車が輸入されたの
は 1949（昭和 24）年とのことで，それを受けて 1950（昭和 25）年には米軍から貸与されていた
自動車 594 台を軍に返納した。1953（昭和 28）年までは軍払い下げの外国製自動車が多かったが，
1954（昭和 29）年に日本製自動車の輸入規制が撤廃された。
　筆者は以前，復帰前の沖縄県下における自動車台数の増加を示した統計資料（『琉球警察統計書』，
『沖縄県交通白書』）をもとに戦後沖縄の復興の一面を明らかにした［武井 2015a・b］。表 1と図 1
は，復帰前・後の沖縄の免許保有者人数と自家用の乗用自動車台数の統計資料である。時期として
は復興期から高度経済成長期にまたがる。筆者が沖縄県中城村で聞き取り調査したある男性（1932
（昭和 7）年生）によると，バスの長期ストライキがあった 1965（昭和 40）年頃，中古の日産プリ
ンスを 600 ドルで購入した。当時は新車だと 1,200 ドルで，その金額は 20 坪の家が建てられるほ








『琉球警察統計書』（1963 年版，1967 年版，1971 年版），『沖縄県交通白書』（昭和 48 年版，




普通自動車 小型四輪 小型三輪 合計
復興期
1950 － － － －
1951 － － － － 2,744
1952 － － － － 9,817
1953 － － － － 12,365
1954 184 170 13 367 13,870
1955 335 206 11 552 16,083
1956 698 252 9 959 19,400
1957 1,206 292 8 1,506 20,245
高度経済成長期
1958 1,804 633 6 2,443 22,377
1959 2,120 817 7 2,944 26,194
1960 2,430 1,322 7 3,759 33,566
1961 2,487 2,066 5 4,558 42,559
1962 2,568 3,344 4 5,916 49,925
1963 2,570 5,678 4 8,252 62,411
1964 2,102 6,687 3 8,792 78,082
1965 1,816 11,164 3 12,983 92,143
1966 1,459 17,305 3 18,767 112,459
1967 1,309 25,170 3 26,482 128,284
1968 1,432 31,803 3 33,238 145,431
1969 1,467 37,055 3 38,525 162,443
1970 1,641 44,129 3 45,773 181,303
1971 2,124 53,735 3 55,862 200,989
本土復帰
1972 6,538 73,940 2 80,480 212,176











1966 年（昭和 41 年）3月末～ 1973 年（昭和 48 年）3月末
1973 年人口
1973 年，車 1 台
当たりの人数都道府県 1966 年 1967 年 1968 年 1969 年 1970 年 1971 年 1972 年 1973 年
北 海 道 96,191 130,540 186,979 264,310 357,099 433,249 510,124 604,759 5,234,000­ 8.65
青 森 15,697 20,978 28,616 39,177 52,544 66,920 84,746 106,608 1,444,000­ 13.54
岩 手 14,428 20,559 30,112 43,008 59,218 77,019 97,298 122,062 1,369,000­ 11.22
宮 城 26,466 36,135 52,272 74,023 103,722 136,605 170,217 207,519 1,891,000­ 9.11
秋 田 10,205 15,108 23,977 38,303 55,947 76,771 99,630 124,389 1,227,000­ 9.86
山 形 13,163 19,100 28,830 43,423 61,908 83,127 105,277 130,644 1,214,000­ 9.29
福 島 25,267 34,509 48,685 69,236 96,652 130,110 166,197 205,913 1,949,000­ 9.47
茨 城 32,876 43,895 64,558 93,700 133,814 179,763 221,886 275,219 2,251,000­ 8.18
栃 木 27,550 37,734 55,587 80,966 114,079 150,824 189,994 234,038 1,653,000­ 7.06
群 馬 38,055 54,118 84,133 120,573 162,902 205,697 247,505 292,658 1,718,000­ 5.87
埼 玉 65,310 87,701 123,334 170,699 233,884 303,139 378,459 470,659 4,475,000­ 9.51
千 葉 48,230 66,018 96,323 137,527 191,808 252,424 311,126 383,240 3,844,000­ 10.03
東 京 495,305 612,185 756,374 906,909 1,079,301 1,214,967 1,320,595 1,428,010 11,639,000­ 8.15
神 奈 川 139,874 179,834 241,230 310,838 391,359 483,467 573,341 675,999 6,107,000­ 9.03
山 梨 15,613 21,132 30,465 41,467 55,213 70,875 85,153 101,140 2,365,000­ 23.38
新 潟 22,662 32,631 49,214 74,625 109,390 149,552 191,292 238,854 1,053,000­ 4.41
富 山 20,813 28,000 38,525 53,524 73,794 96,175 118,982 144,071 1,040,000­ 7.22
石 川 21,241 28,583 38,822 53,660 72,301 91,854 112,616 136,120 761,000­ 5.59
長 野 34,224 47,745 71,098 103,085 143,995 188,249 234,042 281,456 773,000­ 2.75
福 井 17,233 22,680 31,596 43,817 58,179 72,951 88,532 105,255 1,991,000­ 18.92
岐 阜 39,641 54,323 77,406 108,712 150,689 195,745 239,906 286,331 1,826,000­ 6.38
静 岡 75,640 102,191 146,670 207,136 280,797 354,225 421,319 494,377 3,230,000­ 6.53
愛 知 185,087 240,539 328,262 440,334 570,454 704,729 834,293 973,823 5,757,000­ 5.91
三 重 30,043 40,176 57,663 82,820 116,557 153,000 186,892 223,512 1,592,000­ 7.12
滋 賀 16,756 22,882 33,150 48,195 67,963 89,491 110,621 133,372 944,000­ 7.08
京 都 66,021 85,660 113,465 148,125 188,243 228,861 265,522 304,772 2,364,000­ 7.76
大 阪 203,510 248,180 309,710 391,246 496,507 610,340 715,696 842,222 8,083,000­ 9.60
奈 良 15,704 20,926 29,161 39,859 53,489 68,784 82,969 100,644 4,880,000­ 48.49
和 歌 山 23,969 31,242 42,483 57,403 75,885 94,619 113,338 133,025 1,029,000­ 7.74
兵 庫 98,224 124,390 164,475 214,266 279,596 353,548 426,730 509,741 1,060,000­ 2.08
鳥 取 6,688 9,290 14,048 21,655 31,959 43,469 56,782 69,631 573,000­ 8.23
島 根 7,798 11,420 18,100 28,135 40,813 55,446 71,689 89,806 766,000­ 8.53
岡 山 31,049 43,140 65,612 97,367 136,872 181,157 221,904 263,934 1,772,000­ 6.71
広 島 53,162 73,635 108,237 151,705 199,982 249,601 298,688 352,607 2,577,000­ 7.31
山 口 27,036 37,889 55,728 80,310 110,221 141,053 170,979 204,021 1,532,000­ 7.51
徳 島 10,638 14,601 21,279 30,983 44,448 59,616 75,342 92,471 797,000­ 8.62
香 川 12,814 18,058 26,286 38,802 55,000 72,971 92,442 113,620 938,000­ 8.26
愛 媛 18,210 24,189 33,785 48,696 68,734 93,134 118,663 145,914 1,440,000­ 9.87
高 知 12,310 16,961 24,876 36,181 51,459 69,050 87,139 105,514 798,000­ 7.56
福 岡 80,865 106,397 148,604 202,949 266,981 330,085 396,542 476,563 4,156,000­ 8.72
佐 賀 9,873 14,262 21,611 32,065 44,391 57,738 71,534 87,159 827,000­ 9.49
長 崎 17,389 22,872 31,667 42,423 56,268 72,340 89,361 111,633 1,554,000­ 13.92
熊 本 20,673 29,309 43,589 62,668 83,297 107,179 134,515 167,339 1,681,000­ 10.05
大 分 15,251 21,525 32,627 48,882 68,743 89,916 111,754 135,221 1,171,000­ 8.66
宮 崎 13,974 19,909 29,983 45,322 63,486 82,730 104,322 131,329 1,057,000­ 8.05
鹿 児 島 16,937 23,103 32,545 45,081 60,630 82,028 109,330 147,104 1,708,000­ 11.61
沖 縄 18,767 26,482 33,238 38,525 45,773 55,862 80,480 112,869 995,000­ 8.82
中 央 値 22,662 31,242 43,589 62,668 83,297 107,179 134,515 167,339 1,592,000­ 9.51
中央–沖縄 3,895 4,760 10,351 24,143 37,524 51,317 54,035 54,470 ― ―




































工事に従事させられたが，米軍の上陸による戦闘の激化─特に 1944（昭和 19）年 10 月 10 日の十・




















県道の復活は産業道路としても大変重要」という発言（1970（昭和 45）年 12 月 15 日）が議会の議
事録に記録されている［西原町議会　2003　431 頁］。復興期・高度経済成長期を経てもなお，インフ









隔離し，収容した場所，1946（昭和 21）年 8月から 12 月まで総計 14 万 8,510 人の帰還者を迎えた
［仲程　1983］。
　その後そこには米軍人軍属の子弟向けの学校であるクバサキハイスクールが置かれた。「ここに戦
前，平和な久場ムラがあった。悲しいかな集落は，戦争によって灰じんに帰し，戦後は昭和 56 年 3















































































































［同　251 頁］。「かつての大工廻ムラでは，3年，5年，7年，あるいは 13 年という奇数周期のウフア
シビで組踊を演じるのが慣例であった」［同　132 頁］といい，1971（昭和 46）年に復活上演を果た
した。やはりこの頃には生活も安定しこうした活動に取り組む余裕も生じていたようである。復活
























































をおこなう適日とされる」旧暦の七夕（8月 27 日）の頃には，1ヶ月で 200 基の墓が新設された







































































　戦後からまだ 8年の 1953（昭和 28）年に，毛氏門中会（当時。このとき社団法人化以前）は戦災
で破壊された始祖の墓所の修復事業を実施した。現・那覇市安里にあるこの墓所は琉球王府から拝










　修復作業は 1953（昭和 28）年 1月に完成し落成式が執り行われた［同　238 頁］。このとき元祖毛
国鼎の洗骨も行われた。その後，門中の始祖・毛国鼎の来流 350 年を記念する式典が，その始祖の






















和 26）年 5月から 1952（昭和 27）年 4月まで募られ，107 人から合計 13,820B 円（当時の通貨はB
型円軍票で，1ドル =120B 円）が集まった。その内訳を見ると 107 人中，2,000B 円が 1人，500B 円
が 2人，300B 円が 2人，250B 円が 1人，200B 円が 14 人，150B 円が 1人，100B 円が 56 人，50B

























柱」を 1951（昭和 26）年 6月 21 日に「小さな仮墓を造って」［同　36 頁］，一時的に安置した。そ








（1557 年～1644 年）の顕彰にも力を入れている。戦後 1955（昭和 30）年に戦災で壊れた墓の再建
































































日（1955（昭和 30）年 4月 17 日）に儀間真常の顕彰碑も建てたし，さらに 1958（昭和 33）年には
琉球農林協会・糖業振興会によってやはり儀間真常を称えた糖業顕彰碑が建ち，「儀間真常生誕四百
年祭並糖業顕彰碑除幕式」が開催された。開催日の 11 月 23 日（日曜日）は旧暦では 10 月 13 日で，



















工の男性に 1940（昭和 15）年生の男性がかつて聞いた話によると，3,000B 円の拠出を断ったとの
ことである。洪氏より約 7年前の 1951（昭和 26）年から 1年間かけて募った阮氏では 8割が 100B
円以下の寄付だったことと考え合わせると，貨幣価値の変動があるとは言え，3,000B 円はすぐには
応じられない金額だったものと考えられる。
　当時はB円の最末期（B円は 1958（昭和 33）年 9月まで）で交換レートは 1ドル =120B 円だっ
た。B円末期頃の物価を『庶民がつづる沖縄戦後生活史』に掲載された証言から見てみるとアンパ






































　それを受けて 1970（昭和 45）年 6月 28 日（日曜日）午後 1時に「門中代表初会合」として伊野
波門中内の各門中，すなわち伊野波本家および本家から直接分かれた門中の計 9，さらに分かれた
門中 21 の合計 30 門中のうち 29 人の代表が集まり協議された。「由緒ある我々の祖先の御墓を彼の
ように草木をぼうぼうとはやしておくことは祖先に対しても申訳ないことである。又社会に対して
も恥入るのである」と墓の改修工事が提案され決定した［同　29 頁］。その後，同年 10 月 26 日に着
工，11 月 21 日に記念碑が建ち，12 月 1 日に「全工事完了，御墓門口を閉る」に至り，12 月 19 日
（土曜日）午後 1時から落成祝賀会（会費 1ドルを当日持参）が行われた。
　表 3は収支の会計報告［同　50 頁，90 頁］で，収入源・支出額とその名目・収支決算が示されて
　収　入 　支　出
1972 年 5 月の円切り替え前 ～ 1970 年 12 月 ～ 1972 年 5 月
4,638 ＄60 仙 寄付金（541 名）総額 1,900 ＄ 墓改修工事費
7＄68 仙 雑収入 750 ＄ 記念碑建立費
22 ＄15 仙 預金利息 129 ＄ 工事監導手当
70 ＄ 交通費ガソリン代
18 ＄ 36 仙 5 ＄ 40 仙 事務費
2＄ 64 仙 30 仙 通信費
15 ＄ 22 ＄ 写真代
39 ＄ 50 仙 土運搬費
36 ＄ 85 仙 3 ＄ 慰労費
12 ＄ 47 仙 10 ＄ 67 仙 その他雑費
11 ＄ 80 仙 落成祝賀
10 ＄ 工事請負への贈答品
2,973 ＄ 82 仙 63 ＄ 17 仙 支出小計
4,668 ＄43 仙 収入合計 3,036 ＄99 仙 支出合計
1,631 ＄44 仙 差引残高




いる。収入源は門中の関係者からの寄付金のみで 541 人から 4,638 ドルが集まった。記念誌に別途
掲載された寄付額の内訳「墳墓改修工事寄附者芳名」［同　58–89 頁］を確認すると，1ドル足らずの
人もいれば 110 ドルの人までいる。寄付した金額はばらばらで，それぞれが可能な範囲内で寄付し
たわけである。1972（昭和 47）年の円切り替え時には，残高として 1,631 ドル 44 セント=約 50 万
円が残っていた。
　その後，純資産補償額として約 9万円，預金利息として 6万 7千円余りを得てから，記念誌印刷















和 26）年に阮氏は 107 名から約 115 ドル（=13,820B 円）を集めた。1958（昭和 33）年に洪氏は約
288 ドル（=34,500B 円）で墓を再建した中，同門中内のある団体は 25 ドル（=3,000B 円）が拠出で
きなかった。そして 1970（昭和 45）年に毛氏支流は 541 人から 4,638 ドルを集めて，墓改修工事費
として 1,900 ドル（工事に関わる諸々の経費合計は 2,800 ドルほど）をかけた。
　ここから，単純だとの謗りを恐れずにできる限りの比較してみると，工事費は 288 ドル（1958 年）
から 1,900 ドル（1970 年）と 12 年で額面上は 6.6 倍になっている（工事規模の比較はできないが工
期は洪氏も毛氏支流も同じく約 1ヶ月半である）。1人当たりの寄付金の平均額は 1ドル（1951 年）
から約 8.6 ドル（1970 年）に，個人最高額は 17 ドル（=2,000B 円。1951 年）から 110 ドル（1970
年）と約 20 年で額面上は 6.4 倍になっている。また洪氏のある団体は 1958（昭和 33）年に 25 ドル
（=3,000B 円）が拠出できなかったが，1951（昭和 26）年に阮氏で約 17 ドル（=2,000B 円）を出し
たのは 1人だけであり，かつ 1971（昭和 46）年時点の毛氏支流でさえも属する門中団体ごとの寄付










神里門中は 1952（昭和 27）年に建てた墓の墓庭が狭く水はけが悪かったことから，1984（昭和 59）
年に改修し墓碑銘も造った［伋氏神里門中　2002］。麻氏の儀間真常の墓は移転後に那覇市の指定文
化財に指定され，1993（平成 5）年に再度改築された。毛氏は 1953（昭和 28）年の再建後，門中の













































葬」（1952 年）と「墓地修復事業」（1953 年），那覇市の都市計画による墓の「移転」（1954 年，1951
年～55 年），さらに「遷葬」と偉人の顕彰（1955 年～58 年），門中有志の寄付金による墓の「修復」
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An Ethnographic Study of Okinawa from the Post-War Reconstruction
to the Rapid Economic Growth Period : Case Studies of Communities 
Seized by the US Forces and Graves Rebuilt after the End of the War
TAKEI Motoaki
This paper reviews previous studies on the post-World War II history of Okinawa to examine its 
rapid economic growth at the time of its occupation by the US Forces and analyses its reconstruction 
before its reversion to Japan by using the ratio of its vehicle ownership rate （number of vehicles 
divided by population）to the national average as an indicator. While being occupied by the US Forces, 
Okinawa imported daily commodities and automobiles from the main islands of Japan. As the costs 
were covered by profits from military bases, the production capacity of Okinawa did not grow, leading 
to trade deficits. Thus, although the rapid economic growth of Okinawa under the US occupation 
kept pace with that of Japan, these two economies were totally different in terms of their productivity 
and balance of trade.
This research takes an ethnographic approach to analyze the rapid economic growth, reviewing 
Okinawan community and family chronicles compiled by community and family members 
themselves and reconstructing their lives from their descriptions of their experiences during 
and after the war. First, this paper discusses land-based livelihood restoration by comparing the 
following three types of communities seized by the US Forces: （i） those not returned after the 
reversion; （ii） those returned after the reversion; and （iii） those not returned but maintaining 
personal ties.
Then, this study analyses the graves rebuilt by family-based organizations from the post-war 
reconstruction to the rapid economic growth period. It was a restart of ancestor-worship rituals 
that had been discontinued since the start of the war, relationship building between survivors, and 
memorial services for the war dead. This paper uses the following seven examples as case studies: 
（i） the relocation of graves soon after the end of the war （1952）; （ii） the graveyard reconstruction 
project （1953）; （iii） （iv） the grave relocation projects implemented under the urban planning of Naha 
City （1954, 1951-1955）; （v） the transfer of graves and the public honoring of great figures （1955-
1958）; （vi） （vii） the grave repair and restoration projects supported by donations from families 
（1958, 1970）. Although the rebuilding of graves was placed at the core of ancestor worship, the 
implementation processes were different and difficult as the engineering works required fundraising 
from surviving families.
181
Even after the reversion of Okinawa to Japan, the reconstruction of graves has remained 
important to Okinawan families up to the present day. This issue is open to further consideration 
and discussion from the viewpoint of the post-war and contemporary history of Okinawa and from an 
ethnographic perspective.
Key words: Rapid economic growth of Okinawa, occupation by the US Forces, communities seized by 
the US Forces, post-war reconstruction of graves, community and family chronicles
